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大和市火災予防条例の一部改正について 

 

１ 林野火災の予防に関する規定の追加                       

 改正の背景 

  令和 7年 2月 26 日に発生した大船渡市林野火災を受けて、総務省消防庁は、既存の火災警報に加え

て、林野地域を指定し林野火災注意報や林野火災警報の的確な発令等により、林野火災予防の実効性を

高めることが必要であるとし、全国的に統一した指標を火災予防条例（例）で示しました。 

  本市では、過去に火災警報を発令したことはありませんが、近年の異常気象下（極度な乾燥、強風）

で全国各地の頻発する林野火災をうけ、今後、気象条件が発令条件に達する場合、林野火災警報等を発

令し火の使用の制限を市民へ周知し火災危険を軽減する運用を図ります。 

 

発令指標（条件） 

林野火災注意報・警報及び火災警報は次の条件に該当した場合に発令します。 

【林野火災注意報の発令指標】 

 次のいずれかに該当の場合に発令 

（１）前３日間の合計降水量が１㎜以下かつ前 30日間の合計降水量が 30㎜以下  

（２）前３日間の合計降水量が１㎜以下かつ乾燥注意報が発表  

【林野火災警報の発令指標】 

（１）林野火災注意報の発令指標に加え、強風注意報が発表されている場合 

【火災警報の発令指標】 

火災警報は、次の各号の１に該当する場合に発令 

（１）実効湿度が 50パーセント以下であって、最低湿度が 25パーセント以下となったとき。 

（２）平均風速 15メートル以上の風が１時間以上連続して吹く見込みのとき。 

（３）前２号に準ずる気象状況で、火災の予防または警戒上特に危険であると認められるとき。 

 

規制内容（どのような行為）               

【林野火災注意報】 

 林野での「火の使用制限」 

（火遊び・たき火・花火）（努力義務） 

【林野火災警報】（罰則あり） 

 林野での「火の使用制限」 

（火遊び・たき火・花火）（禁止） 

【火災警報の対象地域】（罰則あり）      制御不能な火（たき火）  制御可能な火（器具など） 

 市内全域の屋外での「火の使用制限」 

（火遊び・たき火・花火）（禁止） 

 

※この分野での「火の使用制限」の対象は屋外で制御不能な火の取扱いのこと。 

 ・屋内の火の使用は認められます。 

 ・屋外でも制御可能な火の使用は認められます。（入切り可能な器具など・コンロ・炉） 

※罰則：制限に違反したもの（消防法４４条１８号）３０万円以下の罰金又は拘留 

（資料２） 
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対象地域（場所） 

【林野火災注意報の対象地域】 

 神奈川県森林計画の市域の指定した地域【添付地図：参照】 

【林野火災警報の対象地域】 

 林野火災注意報の対象地域と同じ 

【火災警報の対象地域】  

市内全域 

 

２ 簡易サウナ設備に関する規定の改正                        

 改正の背景 

  近年のサウナ人気の影響を背景に、従来の浴場等の 

建築物に設置されたサウナとは異なり、屋外などの 

テントやバレル（木樽）に放熱設備（サウナストーブ） 

を設置する事例が全国で増加しています。 

現行のサウナ設備の基準は浴場等の建物内に設置する 

ことを想定したものであるため、これらの簡易なサウナ 

設備に適応した基準を定める必要が生じました。 

改正の主な内容 

（１）「簡易サウナ設備」を新たに定め、可燃物からの離隔距離、安全装置の設置を規定。 

（２）従来からのサウナ設備を「一般サウナ設備」に変更。 

（３）火を使用する設備等の設置届出について「簡易サウナ設備（個人が設けるものを除く）」を追加 

 

 

３ 住宅における火災の予防の推進に関する規定の改正                

 改正の背景 

  大規模地震の際には電気に起因する火災が多く発生しており、地震時の電気火災リスクを軽減する 

ため防災基本計画において感震ブレーカーの普及が位置づけられたため、普及促進に努める必要が生

じました。 

改正の主な内容 

 住宅における火災予防の促進について、出火防止等に資する物品として、「感震ブレーカー」を加え

ます。 

 



 

中央林間自然の森 付近 

 

深見歴史の森 付近 

境川中島橋 付近 

久田緑地 付近 

上和田境川緑地 付近 

下和田境川緑地 付近 

上和田野鳥の森 付近 

谷戸頭・谷戸緑地 付近 

泉の森・ふれあいの森 付近 

国道 246 号座間市境 付近 

南鶴間いこいの森 付近 
消防本部西側 付近 


